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⇒価格転嫁に向けた受注者側の行動を支援⇒ 価格転嫁に関する機運を醸成

価格転嫁の相談・支援の強化に関する協定

◆長崎県

◆九州経済産業局

◆九州運輸局

◆長崎労働局

◆長崎県経営者協会

◆長崎県商工会議所連合会

◆長崎県商工会連合会

◆長崎県中小企業団体中央会

◆長崎経済同友会

◆長崎県中小企業家同友会

◆長崎県工業連合会

◆長崎県トラック協会

◆連合長崎

価格転嫁の円滑化に関する協定

行政機関

経済団体

労働団体

発注者

受注者

◆長崎県産業労働部

◆中小企業庁長崎県よろず支援拠点
（設置機関：長崎県商工会連合会）

◆中小企業庁下請かけこみ寺
（設置機関：公益財団法人 長崎県産業振興財団）

◆長崎県中小企業診断士協会

令和5年6月8日締結

（オブザーバー）

◆公正取引委員会九州事務所

◆九州経済産業局

助言・情報提供等

賃上げの実現 ＝ 賃上げの原資の確保

2⃣ 生産性の向上1⃣ 適切な価格転嫁

具体的な行動を促進・支援し、
効果的な価格交渉へ繋げる

②原価計算や価格転嫁に係る根拠の説明
③価格転嫁率の上昇

①価格交渉に関する機運の醸成

課 題

令和6年6月17日締結
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これまでの取組事例 

価格転嫁の円滑化に関する協定

パートナーシップ構築宣言の促進など

による県内の価格転嫁の機運を醸成

◆長崎県中小企業団体中央会

◆長崎経済同友会

◆長崎県中小企業家同友会

◆長崎県工業連合会

◆長崎県トラック協会

◆連合長崎

◆長崎県

◆九州経済産業局

◆九州運輸局

◆長崎労働局

◆長崎県経営者協会

◆長崎県商工会議所連合会

◆長崎県商工会連合会
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これまでの取組事例 

価格転嫁の相談・支援の強化に

関する連携協定

受注者側の具体的な行動を促進・支援

し、効果的・効率的な価格交渉を後押し

◆長崎県

◆中小企業庁長崎県よろず支援拠点

（設置機関：長崎県商工会連合会）

◆中小企業庁下請かけこみ寺

（設置機関：公益財団法人 長崎県産業振興財団）

◆一般社団法人 長崎県中小企業診断士協会

◆公正取引委員会事務総局 九州事務所

◆経済産業省 九州経済産業局

＜オブザーバー＞
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これまでの取組事例 

事業変革・価格転嫁サポート事業

原価計算や価格交渉の効果的な方法な

ど、価格転嫁に関する相談に対し、中小

企業診断士が3回まで無料で支援

令和6年度は28社

令和7年度は13社（R7 .9時点）

に対し価格転嫁の支援を実施
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R7.11R5.6 R6.6

1005社

価格転嫁の
円滑化に関する
協定

価格転嫁の相談・
支援の強化に
関する連携協定

価格転嫁の円滑化に関する協定時と比較し、

✓ 宣言社数は5 倍以上に増加

✓ 増加率は九州で1 位

✓ 県内企業に占める宣言社数も

九州で1 位
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取組の成果

479社

189社

長崎県
価格転嫁推進
シンポジウム

パートナーシップ構築宣言
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県内の価格交渉・価格転嫁の現状

価格交渉

価格交渉ができた企業は、

全体の55.2%を占めた

①発注企業から
声かけあり、
話し合い実施
7.0%

②発注企業に
協議申し入れ、
話し合い実施
48.2%

③コスト上昇なし、
話し合いなし
5.0%

④コスト上昇あったが、
自社吸収可能。
話し合いなし。
26.2%

⑤発注企業から
声かけあり。

しかし発注減少等恐れて
協議申し入れなし。

1.9%

⑥発注企業からの
声かけなし。

かつ発注減少等恐れて
申し入れなし。
8.4%

⑦協議申し入れたが、
協議応じてもらえず

2.2%

⑧取引価格の減額
1.1%

交渉が
行われた
55.2％

ただし、コスト上昇したにも

関わらず、自社吸収可能と考

えたり、発注減少等をおそれ

て交渉をしなかった企業が、

全体の36.5%を占めた

第2回 長崎県 価格転嫁に関する

実態把握アンケート（R5.11） 11



県内の価格交渉・価格転嫁の現状

価格転嫁①

価格転嫁率は24.7%

（100円価格高騰したうち

約25円のみ転嫁できている状態）

1～3割しか転嫁できない企業

が43.2%を占める

①10割(全て転嫁)
3.9%

一部でも
価格転嫁を
実施できた
68.8％

②9割、8割、7割
10.3%

③6割、5割、4割
11.4%

④3割、2割、1割
43.2%

⑤コスト上昇なしの
ため転嫁必要なし

4.2%

⑥0割(価格据え置き)
26.5%

⑦マイナス(コスト上昇
にも関わらず減額)

0.6%

価格転嫁率：

24.7%
一部でも価格転嫁を実施でき

た企業は68.8%
第2回 長崎県 価格転嫁に関する

実態把握アンケート（R5.11） 12



①10割(全て転嫁)
6.1%

②9割、8割、7割
16.7%

③6割、5割、4割
17.7%④3割、2割、1割

50.5%

⑤コスト上昇なしの
ため転嫁必要なし

0.5%

⑥0割(価格据え置き)
8.6%

一部でも
価格転嫁を
実施できた
90.9％

県内の価格交渉・価格転嫁の現状

価格転嫁②

価格転嫁率は36.4%

価格転嫁率：

36.4%

一部でも価格転嫁を実施でき

た企業は90.9%

ま ずは 価 格 交 渉 を 申 し 入 れて 、

話 し 合 い を 実 施 する こ と が 重 要

価格交渉を実施した県内事業者

に絞って価格転嫁率を算出。

第2回 長崎県 価格転嫁に関する

実態把握アンケート（R5.11） 13
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事業者の皆様へお願い

第2回 長崎県 価格転嫁に関する

実態把握アンケート

約10分で回答可能です。

一昨年度からの価格転嫁率の変化や

価格交渉に関する皆様のお困りごとを

精緻に把握し、政策立案に役立てて

まいります。

ご協力のほどよろしくお願いいたします！

アンケート実施期間

1 1月 1 3日 (木 )～ 1 2月 2 6日 (金 )
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